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１． アクティビスト・ヘッジファンドの

メインストリーム化

　ソニー、アップル、その他大手企業に圧力

　今年２月６日、ソニーがパソコン事業の売却を

発表した。このパソコン事業売却決断の裏に、ア

クティビスト・ヘッジファンドとして知られる米サ

ード・ポイントの圧力が見え隠れしている。サード・

ポイントは昨年春ソニー株式を大規模に購入して、

エンターテインメント事業の分離上場などを提案

した。ソニー取締役会は慎重な検討の上、エンタ

ーテインメント事業の分離上場提案を退けた。

　サード・ポイントは当面は静観に転じているが、

一部株式の名義書き替えを実施しており、ファン

ド側が指摘した問題にソニーが対処しなければ、

株主総会時の株主提案等も含めたエスカレーショ

ンの可能性も除外できない。サード・ポイントの

2013年第４四半期投資家向け書簡を読むと、ソ

ニーについてパソコン、テレビ事業のリストラの

必要性を明記し、経営陣の収益力強化に向けた決

断への高い期待を表明している。

　また昨年アップルは、アクティビスト・ヘッジ

ファンドの圧力で史上最高額の自社株買い実施を

表明している。米デュポンは本業の一部である機

能化学品事業のスピンオフを発表したが、アクテ

ィビストの影響が取りざたされている。プロクタ

ー・アンド・ギャンブルではアクティビストの批

判を受けてCEO（最高経営責任者）が辞任に追い

込まれ、前任者が暫定CEOに復帰した。

　サンドリッジ・エナジーでもCEOが退任し、オ
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